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１．事業性向上方策等の検討内容 

検討の結果、基本ケースの事業採算性（累積資金収支黒字転換年）は 42 年となった。そのうえ

で、事業性向上の観点から、本路線の事業性に与える方策を検討し、それぞれの条件の変化による

感度分析から、効果・影響の確認を行った。 

 

表 事業性向上方策等の検討内容 

分 類 検討内容 

サービス感度 
運行サービスの観点から、乗換移動距離（相模原駅）につい

て、条件を変化させた場合の効果・影響を分析する。 

事業手法による感度 
事業手法の観点から、段階的整備（部分開業）とした場合の

事業規模の変動について、効果・影響を分析する。 

その他の要因による感度 
物価変動等による影響の観点から、事業費、収入、建設期間

について、変動した場合の影響を分析する。 

 

  



 

２．感度分

 

サービ２．１ 

運行サー

せた場合の

基本ケー

における南

とＪＲ相模

た。 

今回、更

を短縮する

駅位置変更

基本ケース

（再掲） 

 

分析ケースの

ビス感度 

ービスの観点

の効果・影響

ースでは、J

南北の回遊性

模原駅との乗

更なる乗換利

ることで需要

検討ケース

更ケース 

ス 

の設定 

点から、乗換

響を分析する

R 相模原駅

性を高めるこ

乗換は、上下

利便性の向上

要の向上を図

表 感度分

ス 

換移動距離

る。 

との乗換利

ことを目的に

下移動を極力

上として、延

図った場合

分析ケースの

・多摩線延伸

  運行区

加算運賃

運行本数

      

・相模原駅

ケー

駅位置変
※移動時間
 乗換え経

・概算建設費

※感度分析

検討の深

・多摩線延伸

  運行区

加算運賃

運行本数

      

・相模原駅

ケー

基本ケー
※移動時間
 乗換えは

とする。

・概算建設費
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（延伸線新駅

利便性を高め

に、地下空間

力減じた乗換

延伸線新駅の

として、以

の設定内容

伸部の運行条

間：唐木田駅

賃：50 円 

数：ピーク時

  オフピー

の横浜線との

ース名 

変更ケース 
間は、ピーク時
経路は、基本ケ

費：（参考値

析であるため、

深度化を行う場

伸部の運行条

間：唐木田駅

賃：50 円 

数：ピーク時

  オフピー

の横浜線との

ース名 

ース 
間は、ピーク時
は、別途整備を

 

費：1,300 億

 

駅と JR 相模

めるとともに

間を活用した

換動線として

の位置を極力

下の条件に

（駅位置変更

内 

条件 

駅～上溝駅間

時   ９本

ーク時 ６本

の乗換移動距

移動距離

垂直 

18 
時非高齢のもの
ケースと同様と

値）1,300 億

駅位置変更に

場合には、構造

条件 

駅～上溝駅間

時   ９本

ーク時 ６本

の乗換移動距

移動距離

垂直 

18 
時非高齢のもの
を想定するＢ１

億円 

Ⅶ．事業

模原駅）につ

に、JR 相模原

た連絡通路

て前提条件

力ＪＲ相模原

よる効果・

更ケース） 

容 

間 

本／ｈ（急行

本／ｈ（急行

距離 

離（m） 

水平 

216 
のを記載する。
とする。 

円 

による建設費の

造等について別

間 

本／ｈ（急行

本／ｈ（急行

距離 

離（m） 

水平 

229 
のを記載する。
階連絡通路・

業性向上方

ついて、条

原駅および

を検討し、

を設定し、

原駅に近づ

影響の確認

３本、各停６

３本、各停３

移動時間参

 

の見直しは行っ

別途の検討を要

３本、各停６

３本、各停３

移動時間参

 
ＪＲ横浜線地

策等の検討

件を変化さ

駅周辺地区

延伸線新駅

検討を行っ

け乗換動線

認を行った。

６本） 

３本） 

考値（秒） 

281 

っていない。 

要す。 

６本） 

３本） 

考値（秒） 

293 

地下改札経由

討 

区

駅

線

 



 

（参考）駅

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）上

まえ

費に

こ

備計

な

たっ

動線

 

駅位置変更の

【基本

 

（平

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【駅位

 

上記乗換計画

えたものでは

には含んでい

このため、実

計画の深度化

なお、地下連

っては都市側

線を選択して

（平

 

 

 

 

 

 

 

 

 

のイメージ 

本ケース】 

平面イメージ）

位置変更ケー

図

画は、ＪＲ相

はない。また

いない。 

実際に整備を

化を行ってい

連絡通路によ

側とも連携し

ていく必要が

 

平面イメージ）

 

相模原駅

） 

ース】 

図 延伸線新

相模原駅ホー

た、これら整

を行う際には

いく必要があ

よる乗換は、

し、地上レベ

があると考え

） 

駅 

 Ｊ
Ｒ
相
模
原
駅 

 Ｊ
Ｒ
相
模
原
駅 
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新駅の駅位置

ームへの上り

整備費用につ

は、都市側と

ある。 

まち全体の

ベルやデッキ

えられる。 

 

 

 

変更イメージ

り口や改札設

ついては小田

との連携や鉄

の歩行者動線

キレベルでの

改札・出入口

Ｂ１階連絡通

Ｂ１階連絡

乗換動線（

乗換動線（

Ⅶ．事業

ジ 

設置等につい

田急多摩線延

鉄道事業者

線の一つで

の動線も視野

口 

通路（イメー

絡通路（イメー

（基本計画） 

（駅位置変更）

業性向上方

いて具体的

延伸線整備

との協議を

あり、実際

野に入れつ

ージ）

ージ）

） 

策等の検討

な協議を踏

の概算建設

踏まえて整

の整備にあ

つつ、最適な

討 

踏

設

整

あ

な



 

事業２．２ 

事業手法

た場合の事

基本ケー

本感度分

を第１期整

なお、段

模原駅橋上

 

段階的整備

(第１期整

模原駅間)

基本ケース

（再掲） 

※本ケースは

となる相模

移動、上溝

 

業手法による感

法の観点から

事業規模の変

ースでは、唐

分析では、初

整備区間とし

段階的整備に

上駅舎を経由

検討ケース

備ケース 

整備区間：唐木

 

ス 

は感度分析を行

模原駅（延伸線

溝駅までの延伸

感度 

ら、段階的整

変動について

唐木田駅～上

初期投資抑制

した場合とし

においては、

由するものと

表 感度

ス 

木田駅～相

行った結果であ

線新駅）での必

伸に伴う施設の

整備(唐木田

て、効果・影

上溝駅間を一

制による事業

して、以下の

相模原駅の

として検討を

度分析ケースの

・多摩線延伸

  運行区

加算運賃

運行本数

      

・相模原駅

ケー

段階的整
※移動時
 乗換経

・概算建設費

 ※感度分析

検討の深

・多摩線延伸

  運行区

加算運賃

運行本数

      

・相模原駅
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基本ケー
※移動時間
 乗換えは

とする。

・概算建設費

あり、事業費は

必要設備を概略

の設置等に係る
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駅～相模原

影響を分析す

一体的に整備

業性の向上効

の条件によ

の乗換条件は

を行った。 

の設定内容

伸部の運行条

間：唐木田駅

賃：50 円 

数：ピーク時

  オフピー

の横浜線との

ース名 

整備ケース 
間は、ピーク
路は、現状の

費（参考値）

析用として一定

深度化を行う場
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間：唐木田駅
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略的に想定し概

る費用は見込ん

 

原駅間を第１
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備すること
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条件 
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垂直 
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億円 

算出方法を踏襲

概算で盛り込ん

んでいない。 

Ⅶ．事業

期整備区間
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するため、唐
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通路を考慮
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襲した上で、第
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プロジェク

について、変

表の条件とす

事業リスク分
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②収入変化
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る。 
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H57 

(2045 年) 

2 25.2 

1 25.1 

1 0.1 

討 

を

 



Ⅶ．事業性向上方策等の検討 

  123 

（３）駅間輸送量及び利用者の旅客流動 

 

 

【駅位置変更ケース】 

＜平成45年(2033年)＞（発券ベース） （人／日） 

乗車／降車 多摩ｾﾝﾀｰ 唐木田 中間駅 相模原 上溝 小計 

多摩ｾﾝﾀｰ - - 4,221 15,854 10,538 30,613 

唐木田 - - 41 1,298 161 1,500 

中間駅 4,589 63 - 604 206 5,462 

相模原 17,140 1,633 310 - 3,055 22,138 

上溝 11,837 147 190 3,052 - 15,226 

小計 33,566 1,843 4,762 20,808 13,960 74,939 

 

 

平成45年（2033年）　駅位置変更ケース　（多摩センター→上溝）

小田急多摩線 30,433

京王永山 2,572

京王堀之内 415 横浜線矢部 2,285

多摩モノレール 1,790 横浜線橋本 0

地元 2,186 地元 770

計 37,396 地元 1,500 地元 810 計 3,055

乗車 ↓ 37,396 乗車 ↓ 32,113 乗車 ↓ 28,661 乗車 ↓ 13,960

→ 唐木田 → 中間駅 → 相模原 → 上溝

↓ 降車 ↓ 降車 ↓ 降車 ↓ 降車

地元 6,783 地元 4,262 横浜線矢部 4,214 相模線番田 2,792

横浜線橋本 3,239 相模線南橋 334

地元 10,303 地元 10,834

計 17,756 計 13,960

平成45年（2033年）　駅位置変更ケース　（多摩センター←上溝）

横浜線矢部 4,436 相模線番田 3,637

横浜線橋本 4,478 相模線南橋 454

地元 10,169 地元 11,135

地元 7,065 地元 4,652 計 19,083 計 15,226

40,631 乗車 ↓ 35,409 乗車 ↓ 31,257 乗車 ↓ 15,226 乗車 ↓

← 唐木田 ← 中間駅 ← 相模原 ← 上溝

↓ 降車 ↓ 降車 ↓ 降車 ↓ 降車

小田急多摩線 34,195 地元 1,843 地元 500 横浜線矢部 2,314

京王永山 1,754 横浜線橋本 0

京王堀之内 426 地元 738

多摩モノレール 1,715 計 3,052

地元 2,541
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多摩センター



 

（４）断面

小田急多

基本ケース

既設部及び

相模原線、

が見られる

伸部への乗

量が減少す

 

 

【駅位

 

 

面交通量変化

多摩線延伸の

スと同様、延

び小田急小田

ＪＲ相模線

る。ＪＲ横浜

乗り換えのた

する。 

位置変更ケー

図 断面交

 

化 

の整備に伴う

延伸による沿

田原線新百合

線上溝～橋本

浜線について

ために相模原

ース】 

交通量変化（

 

う周辺路線の

沿線の利便性

合ヶ丘～新宿

本間、小田急

ては、多摩線

原へアクセス

駅位置変更ケ

124 

の断面交通量

性向上によ

宿間などで断

急小田原線町

線延伸部利用

スする旅客に

ケース－with

 

量の変化は

り、直通運転

断面交通量

町田～新百合

用に転換す

による増加

hout ケース、

Ⅶ．事業

、下図のと

転を想定して

の増加が見

合ヶ丘間な

ることによ

分があるが

平成 45 年(

業性向上方

おりである

ている小田

見られる。一

どで断面交

る減少分と

が、合計する

(2033 年)） 

策等の検討

る。 

急多摩線の

一方で、京王

通量の減少

、多摩線延

と断面交通

 

討 

の

王

少

延

通
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（６）事業採算性の検討結果 

事業採算性検討結果を以下に示す。 

単年度資金収支黒字転換年は 11 年、累積資金収支黒字転換年は基本ケースから２年短縮し、42

年との結果となった。 

 

 
表 事業採算性の検討結果 

予 測 

ケース 

単年度資金収支 

黒字転換年 

累積資金収支 

黒字転換年 

駅位置変更ケース 11 年 40 年 

基本ケース（再掲） 11 年 42 年 

 

 

（７）感度分析の効果・影響のまとめ 

相模原駅の乗換動線距離を短縮した場合の感度分析結果は、基本ケースに比べ、輸送人員が平成

45 年(2033 年)で約 1.6 千人／日増加し、累積資金収支黒字転換年が約２年短縮することが見込ま

れる結果となった。以上のことから、乗換動線距離を短縮することによる事業性向上方策には一定

の効果があると考えられる。 

今後は、駅周辺まちづくりとの整合を図るとともに、利用者の視点、事業者の視点を踏まえて、

乗換動線距離の短縮に向けた検討の深度化が必要である。また、駅位置を変えたことによる事業費

の見直しを含めた駅構造等の検討の深度化が必要である。 
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（３）駅間輸送量及び利用者の旅客流動 

 

 

【段階的整備ケース】 

＜平成45年(2033年)＞（発券ベース） （人／日）  

乗車／降車 多摩ｾﾝﾀｰ 唐木田 中間駅 相模原 小計 

多摩ｾﾝﾀｰ - - 4,268 19,443 23,711 

唐木田 - - 42 1,342 1,384 

中間駅 4,655 63 - 400 5,118 

相模原 21,127 1,646 294 - 23,067 

小計 25,782 1,709 4,604 21,185 53,280 

 

 
 

 

  

平成45年（2033年）　段階整備ケース　（多摩センター→上溝）

小田急多摩線 24,665

京王永山 2,137

京王堀之内 360

多摩モノレール 1,462

地元 1,934

計 30,558 地元 1,384 地元 400

乗車 ↓ 30,558 乗車 ↓ 25,095 乗車 ↓ 21,185

→ → →
↓ 降車 ↓ 降車 ↓ 降車

地元 6,847 地元 4,310 横浜線矢部 3,895

横浜線橋本 3,235

地元 14,055

計 21,185

平成45年（2033年）　段階整備ケース　（多摩センター←上溝）

横浜線矢部 4,173

横浜線橋本 4,171

地元 14,723

地元 7,145 地元 4,718 計 23,067

32,927 乗車 ↓ 27,491 乗車 ↓ 23,067 乗車 ↓

← ← ←
↓ 降車 ↓ 降車 ↓ 降車

小田急多摩線 27,617 地元 1,709 地元 294

京王永山 1,328

京王堀之内 381

多摩モノレール 1,365

地元 2,236

計 32,927

多摩センター 唐木田 中間駅 相模原

多摩センター 唐木田 中間駅 相模原
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（６）事業採算性の検討結果 

事業採算性検討結果を以下に示す。 

単年度資金収支黒字転換年は 11 年、累積資金収支黒字転換年は基本ケースから 16 年短縮し、  

26 年との結果となった。 

 

 

表 事業採算性の検討結果 

予 測 

ケース 

単年度資金収支 

黒字転換年 

累積資金収支 

黒字転換年 

段階的整備ケース(第１期整備

区間：唐木田駅～相模原駅間) 
11 年 26 年 

基本ケース（再掲） 11 年 42 年 

 

 

（７）感度分析の効果・影響のまとめ 

段階的整備ケース（第１期整備区間：唐木田駅～相模原駅間）の感度分析結果は、基本ケースに

比べ、輸送人員は減少するものの、キロ当たり輸送人員は約 0.9 千人／日・km 増加、合わせて、全

線整備と比べて初期投資額および営業経費が圧縮されることより、累積資金収支黒字転換年が約 16

年短縮することが見込まれる結果となった。 

以上のことから、段階的整備ケースによる事業性向上方策には大きな効果があると考えられる。 

なお、本ケースは感度分析であるため、概略設計を含めた様々な調査をしたうえで概算建設費の

深度化を図るなど、ハード・ソフトの両面での深度化が必要である。 

また、段階的整備の事業手法を採用する場合は、調査の深度化の他、第２期整備区間（相模原駅

～上溝駅間）に関する調査研究も必要である。 
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